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本研究では，中板素材に対して横パンチと縦パンチで逐次的に鍛造加工し，盛り上がり部を立体造形する局所増

肉成形法を開発した。同成形法は，複数のパンチを擁する１セットの金型の中で，横方向と縦方向から複数のアク

ションでパンチを動作させ，逐次的に鍛造加工する。順送による板鍛造後の打抜き加工と比較して素材の廃棄が発

生しないうえ，立体造形する上で半抜き加工を必要としない成形法である。本報では，解析と検証実験により，目

的の成形品を得ることと，複数のアクションで成形することで，パンチの加工荷重と最大主応力の増大を抑制でき

ることを確認したので報告する。
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１． 緒 言

自動車部品には，ドアロック部品やシート部品など金属

製厚板面上に円形状や楕円形状の盛り上がり部がある部品

が広範に利用されている。この盛り上がり部は，他の部品

との篏合等に用いられ設計上必要な部位となる。これらの

部品の成形は，コイル状に巻かれた厚さ３～６mmの中板が

素材に用いられる。立体形状となる盛り上がり部は，板鍛

造金型へ順送された素材を盛り上がり部とは反対側の面

（以下，裏面）からパンチで押圧し，裏面に半抜きの窪み

形状を形成することにする 。さらに，輪郭形状は，板鍛1）

造後の別工程で輪郭に合わせて打ち抜くことで形状を得

ている。打ち抜き加工後の不要な部分は廃棄されており，

部品によっては廃棄率が７割に達する 。そのため，素材2）

の歩留まり悪化や複数の金型を要することによる工程増加

が課題となっている。

そこで，本研究では，１セットの金型内で素材を左右方

向から複数のパンチで逐次的に加圧する逐次鍛造法 の3）

考え方を応用し，輪郭の成形と盛り上がり部を立体造形す

る技術を開発した。１セットの金型内でこれらの成形を全

て行う型構造を設計し，複数のアクションで鍛造加工する

解析を行って，素材から目的の成形品を得られるか検証し

た。これらの検証をもとに実試作を行い，輪郭成形と盛り

上がり部を立体造形した。素材にはコイル板材ではなく直

方体の中板材を用い，輪郭と盛り上がり部を１セットの金

型の中で逐次的に板鍛造することによって，局所的に増肉

された目的形状に成形する。さらに，打ち抜き加工に見ら

れる素材廃棄を無くし，盛り上がり部の裏面に窪みのない

局所増肉成形法を開発したので報告する。

２． 局所増肉成形法の原理

２．１ 型構造モデル

県内企業が受注している自動車用のドアロック部品や

シート部品は，部品の機能上，左右方向に非対称かつ前後

方向対称の形状が多くあることから，本研究で板鍛造する

形状は，代表的な形状や寸法を模したものとした。板鍛造

前後の素材と成形品の形状概略を図１に示す。左図は，鍛

造前の素材形状であり，厚さ５㎜の板材を使用した。右

図は，目標とする成形品の形状である。一方が130°のＶ

字状で，他方が半径14㎜の円弧状の輪郭を持つ紙面左右方

向に非対称かつ前後方向に対称の板形状で上面中央部に楕

。 ，円状の盛り上がり部を有している 盛り上がり部の高さは

部品の用途によって異なってくるが，本研究では板厚の半

分とし，局所増肉成形法を適用した非拘束成形で得られる

形状を確認するため，公差は±0.6㎜とした。打ち抜き加

工を行わずにＶ字や円弧形状の輪郭および盛り上がり部の

成形時には，パンチの加工荷重が増大し，成形パンチの破

損が懸念される。

本研究の成形技術は，直方体の素材を鍛造により成形品

の形状に塑性変形させる技術である。本来，素材と成形品

の容積は一致することが理想であるが，素材を切り出し加

工する際と成形品に鍛造する際にそれぞれ微小な加工誤差

が生じる。この影響による容積誤差は成形品の盛り上がり

部の寸法公差内で収めることで対応する。今回，図１で示

した成形品形状の場合，盛り上がり部の面積が44.6㎜ ，3

3高さ2.5±0.6㎜であり，許容できる容積の誤差は±26.8mm

となる。この数値から素材を切り出す際の寸法誤差を試算生産技術部
＊
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した結果を表１に示す。試算の結果から切り出し加工にお

ける寸法誤差の許容範囲は±0.033mmであり，県内企業が

有する加工装置で十分対応できる精度である。

本研究で開発した局所増肉成形法の型構造モデルを図２

に示す。２つの横パンチ先端間のほぼ中心に素材があり，

図１ 素材と成形品の目標形状

表１ 成形品の寸法公差内に収めるための素材寸法誤差の

試算

図２ 局所増肉成形型構造モデル

素材の底面側は下型に接している。ここで，下型はＵ字状

であって，素材の手前側と奥側には下型の型壁があり，素

材の紙面手前側と奥側を拘束する働きをする。素材の左側

には，半径14㎜の円弧形状の横パンチ１，右側には130°

のＶ字形状の横パンチ２があり，両横パンチは同じ移動量

で左右から円弧およびＶ字形状の面で挟み込むように素材

を加圧する。素材の長辺は横パンチの動きと平行な向きと

しており，両横パンチが同時に素材と接触する。

素材の上方にある縦パンチ１と縦パンチ２の概要を図３

に示す 縦パンチ１には Ａ輪郭 18×10㎜ の貫通穴があ。 ， （ ）

り，縦パンチ２がその中を摺動する。縦パンチ２には，盛

り上がりを成形するためのＢ輪郭（12×4㎜，両端円弧半

径２mm）の貫通穴がある。本成形法の有効性を確認するに

当たって，成形される盛り上がり部の形状を含めて確認す

るため，盛り上がり部が中心になるようＡ，Ｂ輪郭の位置

を設けた。それぞれの縦パンチが素材を上方から加圧して

板鍛造する構造とした。また，縦パンチ１の外側面は，横

パンチ１の円弧形状面と横パンチ２のＶ字形状面の双方と

。 ，合致する形状となっている 加工前に両横パンチの先端は

縦パンチ１の側面から５㎜の隙間を設けた。

従来の手法と本報の局所増肉成形法の相違についての比

較を表２に示す。同成形法は，成形品に窪みが発生せず，

素材の廃棄がほぼ０％となる成形法である。

図３ 縦パンチ１と縦パンチ２の概要

表２ 従来法と局所増肉成形法の比較

縦パンチ１

縦パンチ２

横パンチ１

素材

下型

B輪郭

A輪郭
横パンチ2
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２．２ 局所増肉成形の動作

局所増肉成形法は，横，縦の順に各パンチが動作して素

材を加圧し，逐次的に鍛造を行う。本研究では，各パンチ

の動作は３段階とし，それぞれの動きを第１～第３アク

ションと呼ぶこととする。

第１アクションの概要を図４に示す。以後，型構造モデ

ルの下型は見かけ上省略する。同アクションでは，直方体

の中板素材を左右の横パンチによって加圧する。加圧によ

り横パンチに接した面におおまかな輪郭が成形される。成

形中に素材を密閉状態にするとパンチへ過度な応力が発生

する恐れがあるため，縦パンチを素材から離すことで素材

上部に空間を設けた。なお，縦パンチ１を非固定の状態で

素材に接触させることも考えたが，縦パンチ１の側面と両

横パンチとの間に素材が入り込む恐れがあるため，接触さ

せないこととした。また，素材上側には空間があることか

， ， 。ら 加工品は上側へ変形し 凸状になることが予想される

。 ，第２アクションの概要を図５に示す 同アクションでは

縦パンチ１が上方から素材上端部を押圧する。ここで，両

横パンチは，第１アクションの最終位置で保持したままの

状態であり，すべての成形が完了するまで位置は変わら

図４ 第１アクションの概要

図５ 第２アクションの概要

図６ 第３アクションの概要

図７ 一体型縦パンチを用いた型構造モデル（第２アク

ション）の概要

ない。第１アクションで成形された形状が凸状になってい

ても，上端部を平坦に成形し，同時に左右の横パンチの円

弧形状部とＶ字形状部に素材を完全充満させ輪郭の成形を

完了させる。また，図２の縦パンチ１に設けたＡ輪郭内側

では，縦パンチ１の加圧方向とは逆方向に素材が塑性流動

する後方押出しによって盛り上がる。この間，縦パンチ２

は静止状態で加工前と同じ位置にあり，成形中の密閉状態

を避けるため，素材から離れた状態である。

。 ，第３アクションの概要を図６に示す 同アクションでは

縦パンチ１のＡ輪郭貫通穴に収納された縦パンチ２が，

図２に示すＡおよびＢ輪郭の間の領域を上方から押圧し，

Ｂ輪郭内で後方押出しによって素材に盛り上がり部が成形

される。この間，縦パンチ１はその場で静止した状態であ

る。なお，機構等の制約上，背圧機構は採用しなかった。

このように，１セットの金型内で３回のアクションを

行い逐次的に素材を鍛造し，部品輪郭を成形しつつ盛り上

がり部を立体造形する。

なお，横，縦の順に各パンチを動作させているが，逆に

した場合は縦パンチ１と両横パンチとの間に素材が入り込

む恐れがあるため，本成形法では，横，縦の順に各パンチ

を動かすこととした。

本成形法では二体型の縦パンチを用いているが，本来，

後方押出しに用いるパンチは一体のみを使用することが一

般的である。従来の後方押出しを用いた型構造モデルを

図７に示す。すなわち前述までの縦パンチ１と縦パンチ２

を一体型にした縦パンチである。本研究では，一体型の縦

パンチを使用して第２アクションまでで成形を完了させた

。 ，場合についても検討した 縦パンチを一体型にした場合と

上記のとおり２つの縦パンチに分けて第３アクションまで

行った場合のパンチに発生する最大主応力を調べ，縦パン

チを２つに分けることで得られる効果について検証する。

３． 成形解析

３．１ 解析条件

局所増肉成形法の第１～第３アクションについて，商用
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鍛造解析ソフト（QForm UK）を用いて解析を行った。解析

条件として，素材はアルミニウム合金A5052で剛塑性体と

し，各パンチや下型は剛体と仮定した。実際の自動車部品

には鉄系材料が用いられることが想定されるが，アルミニ

ウム合金A5052は鉄系材料と同じ加工硬化型の材料である

ことから，同様の成形結果が得られ本報の局所増肉成形法

を適用できると判断し，同合金を用いた。摩擦係数1.2，

パンチ速度は全てのパンチで1.0mm/s，環境温度は20℃と

した 第１アクションにおける両横パンチは 左右の横パン。 ，

チの中央に置いた素材の四角とほぼ同時に接してから横

パンチ間の距離が成形品の横方向の寸法と同じになるまで

移動させた。

横パンチにはＶ字形状や円弧形状があり，応力集中の発

生が懸念される。この懸念に対し計算機シミュレーション

によって輪郭成形するパンチに発生する加工荷重や最大主

応力の分布を調べ，パンチの厚さを最適にすることで応力

の低減を試みた。加工荷重が最大となったときに加圧

によって生じる成形反力を利用してパンチの最大主応力を

解析した。横パンチ板厚を５mm，10mm，15mm，20㎜，30mm

にした５つの条件で解析を行い，横パンチに発生する最大

主応力値を評価項目として横パンチ板厚の適正値を求め

た。

第２アクションでは，第１アクションで上側へ変形する

ことを見越して，図２における縦パンチ１が素材に接して

から成形品の板厚が５㎜になるまで降下させた。第３アク

ションでも同じく，図２のＡ輪郭とＢ輪郭間の領域を板厚

が５mmになるまで縦パンチ２を降下させた。このように盛

り上がり部の成形において，２種類の縦パンチで素材を上

面側から加圧する後方押出しを適用することで，加工荷重

低減方法の効果を検証した。

３．２ 各アクションにおける解析結果および考察

第１アクションにおける横パンチ板厚と横パンチに発生

した最大主応力の最大値との関係を図８に示す。横パンチ

板厚が５㎜の場合 最大主応力は560MPaとなったが 横パン， ，

チの板厚が増えるにつれ最大主応力は低下した。板厚が20

㎜以上では120MPaに収束した。横パンチに大きな引張応力

が発生するとパンチが破断する恐れがあり，小さくなるこ

とが望ましい。このことから，最大主応力が下限となる20

㎜を採用することとした。板厚が20㎜の横パンチに発生し

。 ，た最大主応力分布を図９に示す 最も大きい最大主応力は

横パンチ１の円弧形状部底面側に発生した。

第１～第３アクションで得られた成形品を図10に示す。

第１アクションでは左右の横パンチからの加圧により素材

が上側へ湾曲し，底面部が最大1.8㎜上昇し，隙間が発生

した。また，図中に示す素材端部の四隅に凸状の角が成形

され，上下の角の頂点間は最大9.5㎜となった。

第２アクションでは，湾曲が消え端部の四隅にあった角

が平坦になって外側輪郭の成形がほぼ完了した。また，素

材の中心部には高さ１㎜程の盛り上がりが成形された。

図８ 横パンチ板厚と最大主応力の最大値との関係

図９ 横パンチの最大主応力分布図

図10 第１～第３アクションによって得られた成形品形状
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第３アクションでは，縦パンチ２に設けられた楕円状の

貫通穴の中を素材が上昇し，盛り上がり部が成形された。

盛り上がり部先端は平坦になってはいないが，その高さは

2.5㎜に達し，目的の成形品寸法を得られることがわかっ

た。なお，盛り上がり部先端を平坦面にする必要がある場

合は，上方から端面押しをすることで平坦面にすることが

できる 。4）

最大荷重値は，各アクションとも加工終了時が最大とな

り，第２アクションでは190kNに達した。なお，第３アク

ションでは153kNとなり，第２アクションの最大荷重を下

回った。これは第２アクションの縦パンチ１が第３アク

ションの縦パンチ２に対し加圧面積が2.4倍であることが

影響していると考えられる。

各アクションにおけるパンチの最大主応力を図11に，各

アクションにおけるパンチの最大主応力分布部を図12に示

。 。 ，す 図12は全てのパンチを底面側から見た図である また

素材は見かけ上省略しており，各アクションとも加工荷重

が最大の加工終了時における最大主応力分布を示してい

る。最大主応力が最も大きくなったのは，第２アクション

であり，縦パンチ１の円弧形状部に発生した最大主応力は

1000MPaに達した。第３アクションでは，縦パンチ１に最

大主応力670MPaが発生した。加工荷重および最大主応力と

もに第２アクションが最も大きくなる結果となった。いず

れのアクションでもパンチ素材に用いる合金工具鋼SKD11

の破断応力1810MPaを下回っていた。

縦パンチ１と縦パンチ２を一体型にした縦パンチを用い

て第２アクションまでで成形を完了させた場合の解析結果

について，加工終了時における縦パンチと横パンチの最大

主応力分布を図13に示す。最大主応力分布は，盛り上がり

部を成形する楕円状の貫通穴部に応力集中が発生した。そ

の最大主応力は4000MPaに達し，合金工具鋼のパンチでは

破損する値となった。加工終了時における加工荷重の最大

値は555kNに達していた。縦パンチ１と縦パンチ２を二体

型とした場合に比べ，最大荷重が約３倍近くになる結果と

なった。

以上により，一体型縦パンチを用いて第２アクションで

成形を完了させた場合では，加工荷重の増大および過度な

応力集中の発生を招くことがわかった。また，加工荷重の

増大は最大主応力の増大を招き，それに耐えられるパンチ

の材種や金型構造が必要になるため，加工荷重は低減させ

ることが望ましい。そのため，縦パンチ１と縦パンチ２を

用いて複数アクションで成形する局所増肉成形法は，加工

荷重を分散させて低減する効果を得られると考える。

図11 各アクションにおけるパンチの最大主応力

図12 各アクションにおけるパンチの最大主応力分布図

図13 一体型縦パンチを用いた場合の第２アクションにお

ける最大主応力分布（半断面図）
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図14 多軸油圧サーボプレス機（上方）と金型（下方）

４． 検証実験

４．１ 実験条件および金型

解析結果に基づき，第１～第３アクションまでを１セッ

トの金型の中で行う局所増肉成形用の金型を設計・製作

， （ ）（ ，し 多軸油圧サーボプレス機 MHC製 MJP333-5A32 以下

プレス機）のボルスターに設置して検証実験を行った。プ

レス機と製作した金型を図14に示す。プレス機は，降下す

る３軸，上昇する２軸を有しており，各軸とも独立して動

作する。本研究では，降下の３軸を使用して検証実験を実

施した。

局所増肉成形金型の半断面図を図15に示す。中心軸の左

側が成形前，右側は成形後である。第１アクションでは，

プレス機の１軸目が75°の傾斜がついた傾斜治具Ａを押下

図15 局所増肉成形金型の半断面図

げ，傾斜治具Ｂを介して加圧方向を横向きに方向転換させ

。 。る ５mm押下げたときの横パンチの移動量は1.2㎜である

この間，傾斜治具Ｂが水平に移動できるよう同治具内に

レールを通している。第２アクションでは，プレス機の２

軸目が縦パンチ治具を押下げ，同治具に締結された縦パン

チ１を押下げる。第３アクションでは，プレス機の３軸目

が縦パンチ２を押下げる。各アクションでの素材を加圧す

る動作は図４ ５ ６と同様である 降下する３軸は 図中， ， 。 ，

の位置から150㎜上昇させることができ，素材の投入およ

び成形品の取り出しは手動で行った。

検証実験は室温で行い，素材と金型間の潤滑は鉱物系オ

イルを使用した。また，各治具間においても摩耗対策のた

め同オイルを使用した。プレス機の押圧速度は，第１アク

ションが５mm/s 第２アクションは１mm/s 第３アクション， ，

は４mm/sとした。各アクションの速度が異なるのは，金型

の構造により，第１アクションで傾斜治具を使っているこ

とと，素材から離れた位置に縦パンチ２があり第２アク

ション後に時間差なく素材へパンチを到達させて第３アク

ションを行うためである。

４．２ 実験結果および考察

各アクションで測定したパンチの加工荷重とストローク

の関係を図16に示す。なお，各アクションともグラフから

パンチの空走区間は除外している。第１アクションで素材

が上側へ湾曲したため，第２アクションでは縦パンチ１が

接触する位置が解析時より高い位置となっておりパンチス

トロークが長くなっている。

最大加工荷重は，第１アクションでは成形途中で18kNと

なったが，第２アクションでは191kN，第３アクションで

は123kNとなり，加工終了時が最も大きくなった。前述の
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逐次的な板鍛造による局所増肉成形法の開発

解析結果では，それぞれ55kN，190kN,153kNであり，第１

アクションが低く，第２アクションが最も大きく，第３ア

クションでは第２アクションを下回る傾向は，前述の解析

結果と同様の結果となった。検証実験の加工荷重は，解析

結果の加工荷重に対して，第１アクションで37kN，第２ア

クションで１kN，第３アクションで30kN小さい値となっ

ており，第１アクションが最も加工荷重が小さくなった。

また，最大加工荷重は，一体型縦パンチを用いた解析結果

での最大加工荷重555kNの1/3以下となっており，複数の

パンチおよび複数のアクションで成形することによる加工

荷重の低減効果が得られることを検証実験においても確認

できた。

検証実験により各アクションによって得られた成形品を

図17に示す。第１アクションでは，横パンチによって素材

に輪郭形状の約2/3が成形された。なお，第１アクション

では，素材の上側を空間にして左右の横パンチで加圧する

ことで，図10に示す解析で得られた形状よりも中心部が上

方に湾曲した形状になった。最も湾曲した個所では，底面

部から最大４mm上昇し 底面からの隙間は2.2mm大きくなっ，

た。素材端部の四隅には凸状の角が成形されたが，上下の

角の頂点間は最大6.9㎜となり図10に比べ2.6㎜小さくなっ

た。また，図10では円弧形状の横パンチ１に接した素材左

側が上方へ移動し，角も大きくなったが，検証実験では素

材左右の位置にほぼ差は無かった。解析と異なる結果と

なった理由として，本研究の解析では摩擦係数を0.2とし

て解析したが，実際の加工では成形中に摩擦係数が増加方

向に変化していることが考えられる。そのため，摩擦の影

響で素材の左右が上方へ動かずに，代わりに素材中心部が

解析結果よりも湾曲したと思われる。

第１アクションの加工荷重が解析結果の加工荷重に対し

て最も小さくなったことも，検証実験で得られた形状が，

解析結果よりも湾曲したことが影響していると考えられ

る。

第２アクションでは，縦パンチ１によって上端面が押圧

され輪郭の成形が完了していた。また，中心部に高さ１㎜

程の盛り上がりが成形された。第３アクションでは，中心

部に楕円状の盛り上がり部が成形され，盛り上がり部の高

さは2.5㎜に達しており，局所的に増肉された形状が得ら

れていることを確認した。なお，盛り上がり部の先端を平

坦面にする場合は，3.2節にも記載したとおり盛り上がり

部先端を端面押しパンチで上方から加圧することで平坦面

にすることができる 。盛り上がり部の高さは公差内に収4）

まっていたため，ここで成形完了とした。成形品上面の縦

パンチ１と縦パンチ２との境界部には，長方形の輪郭状

につながったバリの発生が見られた。バリの厚みは0.1mm

であり，バリの高さは最も高い部分で0.6㎜に達した。こ

れは縦パンチ１の中を縦パンチ２がスムーズに移動するこ

とを優先して設計したことで，両縦パンチ間に0.05mmの隙

間があることでバリが発生し，さらにパンチの弾性変形

によってバリの厚みが増したと考えられる。このバリは成

形後にバリ取り工程で除去できると考える。バリ除去後の

体積減少分は，表１の素材寸法誤差の試算を反映させるこ

とが望ましいが，本研究では省略した。また，加工前の素

材硬さはHV53であったが，成形後は上面の角部５個所にお

ける硬さの平均はHV80となり，盛り上がり部先端面ではHV

64となった。鍛造加工によって硬さが向上していることを

確認した。

図16 検証実験でのパンチストロークと加工荷重の関係

図17 各アクションごとの成形品
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５． 追加検証解析

本研究報では，図１に示す成形品を得る局所増肉成形法

の開発を行ったが，同図の成形品と異なる形状であっても

。 ，適用可能か検証を行った 3.2節で示した解析結果に対し

縦パンチ２をさらに降下させ，成形品の上面に縦パンチ２

が押圧することによる凹みを成形しつつ，後方押出しによ

り盛り上がり部を前章までよりも更に高く成形させる解析

を行った。板厚を超える盛り上がり部の高さが５㎜に達す

るまで成形させた。

得られた成形品形状の斜視図と，加工終了時における全

てのパンチに発生した最大主応力分布を底面側から見た

図を図18に示す。盛り上がり部周辺の成形品上面には深さ

約0.4㎜の凹み形状が成形され，板厚を超える盛り上がり

部の高さは５㎜に達した。加工終了時における加工荷重の

最大値は157kNとなり，縦パンチ２に発生した最大主応力

の最大値は1500MPaとなったが，パンチ素材に用いる合金

工具鋼SKD11の破断応力以下であった。この結果から，局

図18 成形品形状およびパンチの最大主応力分布

[単位：mm]

所増肉成形法を用いることで，図１の盛り上がり部と異な

る高さの成形品を得ることができると考える。

以上により，局所増肉成形法によって打抜き加工を行わ

， ， ，ず プレス機は１台 金型は１セットのみで輪郭を成形し

盛り上がり部がある部品形状を立体造形できることを確認

できた。従来の成形法では，順送によって複数の金型を要

し，金型の数だけの工程を経て，打ち抜き加工では素材の

約70％を廃棄していた それに対し 本成形法は 金型数や。 ， ，

工程数は大幅に減少し素材の廃棄はほとんど発生しないた

め，経済性に優れている。

６． 結 言

本研究における研究成果をまとめると，以下のとおり

である。

（1）複数のパンチで逐次的に板鍛造し，盛り上がり部を

立体造形する局所増肉成形法を開発した。

（2）輪郭と盛り上がり部を成形できることや，３つのア

クションによる分散効果で加工荷重と最大主応力の増

大を抑制できることを解析と検証実験によって確認し

た。

（3）同成形法は，複数の金型を必要としないうえ，素材

の廃棄がほとんど発生しない成形法であることがわ

かった。
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